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千円 千円 千円

1 23,735,000 21,628,000 2,107,000

2 1 1 0

3 276 276 0

4 938,046 543,437 394,609

5 91,072,544 93,978,441 △2,905,897

6 10,876 678 10,198

7 21,791,915 22,063,921 △272,006

8 1 1 0

9 221,341 227,245 △5,904

137,770,000 138,442,000 △672,000

府 支 出 金

１　歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

　(1)　総　　　括

　　　　　(歳　　入)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減

国 民 健 康 保 険 料 収 入

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

国　保 1　

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

        歳　　 　入　　　 合　 　　計



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 137,770,000 138,442,000 △672,000 92,010,590 0 45,759,410 0

137,770,000 138,442,000 △672,000 92,010,590 0 45,759,410 0

国　保 2　

　　　　　(歳　　出)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減
本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 府 支 出 金 市 債 そ の 他

国民健康保険費

歳 出 合 計



千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険料収 23,735,000 21,628,000 2,107,000
入

1 国民健康保険料 23,735,000 21,628,000 2,107,000
収入

1 一般国民健康保 23,735,000 21,628,000 2,107,000 1 医療給付費分現 15,924,000 被保険者数 255,000人
険料収入 年分 徴収率 96.0％

2 後期高齢者支援 5,339,000
金分現年分

3 介護納付金分現 1,859,000
年分

4 医療給付費分滞 402,000
納繰越分

5 後期高齢者支援 146,000
金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 65,000
納繰越分

2 1 1 0

1 一 部 負 担 金 1 1 0

1 一 部 負 担 金 1 1 0 1 一般一部負担金 1

　(2)　歳　　　入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記

一 部 負 担 金

国　保 3　



千円 千円 千円 千円 千円 千円

3 276 276 0

1 手 数 料 276 276 0

1 国民健康保険手 276 276 0 1 国民健康保険手 276 区役所証明手数料
数料 数料

4 938,046 543,437 394,609

1 国 庫 補 助 金 938,046 543,437 394,609

1 国民健康保険費 938,046 543,437 394,609 1 保険給付費補助 938,046 1 健康増進事業補助金
補助金 金 　　　　1/3 665

2 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
　　　　10/10 341,865
3 新しい地方経済・生活環境創生交付金
　　　　1/2 6,664
4 デジタル基盤改革支援補助金
　　　　10/10 17,622
5 子ども・子育て支援事業費補助金
　　　　10/10 571,230

5 91,072,544 93,978,441 △2,905,897

1 府 補 助 金 91,072,544 93,978,441 △2,905,897

1 保険給付費等交 91,072,544 93,978,441 △2,905,897 1 保険給付費等交 91,072,544
付金 付金

6 10,876 678 10,198

1 財 産 運 用 収 入 10,876 678 10,198

財 産 収 入

国　保 4　

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金



千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 基 金 運 用 収 入 10,876 678 10,198 1 国民健康保険事 10,876
業基金収入

7 21,791,915 22,063,921 △272,006

1 一般会計繰入金 16,442,915 16,613,921 △171,006

1 国民健康保険費 16,442,915 16,613,921 △171,006 1 保険給付費等繰 6,586,915
繰入金 入

2 保険基盤安定繰 9,856,000
入

2 基 金 繰 入 金 5,349,000 5,450,000 △101,000

1 基 金 繰 入 金 5,349,000 5,450,000 △101,000 1 国民健康保険事 5,349,000
業基金繰入

8 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0 1 前 年 度 繰 越 金 1

9 221,341 227,245 △5,904

1 雑 入 221,341 227,245 △5,904

1 過 年 度 収 入 2,500 2,500 0 1 一般諸収入過年 2,499
度収入

繰 越 金

繰 入 金

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記

諸 収 入

国　保 5　



千円 千円 千円 千円 千円 千円

2 その他過年度収 1
入

2 雑 入 218,841 224,745 △5,904 1 一般延滞金収入 44,000

2 過 料 1

3 滞 納 処 分 費 1

4 保 険 料 収 入 1,000

5 一般第三者納付 139,837
金

6 一 般 返 納 金 34,000

7 物 品 売 払 収 入 1

8 雑 入 1

137,770,000 138,442,000 △672,000

国　保 6　

節
説 明

区 分 金 額 附 記

歳 入 合 計

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険 137,770,000 138,442,000 △672,000 92,010,590 0 45,759,410 0
費

1 事 務 費 4,425,869 4,117,940 307,929 1,303,830 0 3,122,039 0

国庫補助金 手数料 276
1 事 務 費 4,032,139 3,753,214 278,925 937,381 1 報 酬 236,120 (1)給与費 1,918,423

　198人　短時間勤務82人
府補助金 金 3,076,760 2 給 料 771,353 (2)国民健康保険団体連合会分

366,449 　 担金 130,430
雑入 45,003 3 職員手当等 585,134 1 扶養手当 (3)保険料還付金及び還付加算

17,601 　 金 150,000
(4)その他事務費 1,833,286

2 地域手当
76,961

3 時間外勤務
手当 19,452

6 期末勤勉手
当 418,333

7 通勤手当
31,647

8 住居手当
12,810

12 管理職手当
7,770

13 管理職員特
別勤務手当

560

国府支出金 市 債 そ の 他

国　保 7　

一般会計繰入

　(3)　歳　　　出

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 325,816 1 職員共済組
合費

248,075

7 報 償 費 23

8 旅 費 10,500 1 通勤費
10,300

10 需 用 費 42,926 1 諸費 15

11 役 務 費 279,392 1 通信運搬費
160,374

12 委 託 料 1,313,075

13 使用料及び 175,119
賃借料

17 備品購入費 799

18 負担金補助 141,882 11 国民健康保
及び交付金 険団体連合

会分担金
130,430

22 償還金利子 150,000 11 還付加算金
及び割引料 1,000

2 特別対策事 393,730 364,726 29,004 1 報 酬 2,917 (1)給与費 12,189
業費 　 2人　短時間勤務1人

2 給 料 4,258 (2)収納率向上特別対策事業費
191,843

3 職員手当等 3,208 2 地域手当 (3)医療費適正化特別対策事業
427 　 費 189,698

6 期末勤勉手
当 2,436

7 通勤手当
345

市 債 そ の 他

国　保 8　

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 2,239

8 旅 費 519 1 通勤費 123

10 需 用 費 3,336 1 諸費 130

11 役 務 費 171,626 1 通信運搬費
137,931

12 委 託 料 172,591

13 使用料及び 32,936
賃借料

18 負担金補助 100
及び交付金

2 保険給付費 133,313,131 134,293,060 △979,929 90,706,760 0 42,606,371 0

国庫補助金
1 一般保険給 90,325,000 93,231,000 △2,906,000 665 料収入 11 役 務 費 231,000 (1)医療給付費 89,723,000
付費 23,705,000 　　 療養給付費 77,474,000

府補助金 18 負担金補助 90,094,000 　　 高額療養費 12,249,000
90,706,095 一部負担金 1 及び交付金 (2)出産育児一時金 295,000

(3)葬祭費 76,000
(4)診療報酬審査支払手数料

10,876 231,000

2 国民健康保 41,882,000 39,924,000 1,958,000 金 13,365,155 18 負担金補助 41,882,000 (1)医療分 29,949,000
険事業費納 及び交付金 (2)後期高齢者支援金分
付金 基金繰入金 8,720,000

5,349,000 (3)介護納付金分 3,213,000

繰越金 1
3 保健事業費 1,106,131 1,138,060 △31,929 1 報 酬 9,458 (1)給与費　短時間勤務4人

雑入 176,338 14,766
3 職員手当等 3,183 6 期末勤勉手 (2)特定健康診査及び特定保健

当 　 指導等 1,091,365

4 共 済 費 2,125

国民健康保険

財産運用収入

一般会計繰入

国　保 9　

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 報 償 費 1,866

8 旅 費 860 1 通勤費 770

10 需 用 費 9,721 1 諸費 20

11 役 務 費 33,291 1 通信運搬費
33,287

12 委 託 料 1,041,781

13 使用料及び 3,300
賃借料

17 備品購入費 530

18 負担金補助 16
及び交付金

3 公 債 費 1,000 1,000 0 0 0 1,000 0

1 利 子 1,000 1,000 0 金 1,000 27 繰 出 金 1,000 一時借入金利子

4 予 備 費 30,000 30,000 0 0 0 30,000 0

1 予 備 費 30,000 30,000 0 料収入 30,000

一般会計繰入

国民健康保険

歳 出 合 計 137,770,000 138,442,000 △672,000 92,010,590 0

附 記
国府支出金 市 債 そ の 他

45,759,410 0

国　保 10　

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額



人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

( 87 )

( 90 )

( △ 3 )

注　（　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　　分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比　　較

　一    般    職

  (1)  総    　　括

区      　    分 職  員  数
給               与               費

共　済　費 合   　 計 備                            考
報      酬 給      料 職 員 手 当 計

２　給　 与 　費　 明 　細 　書

本 　  年     度
200 248,062 775,611 591,525 1,615,198 330,180 1,945,378

前     年     度
234 239,520 903,677 630,203 1,773,400 370,170 2,143,570

比     　     較 △ 34 8,542 △ 128,066 △ 38,678 △ 158,202 △ 39,990

職員手当

の 内 訳

本 年 度 17,601 77,388 19,452 423,952

△ 198,192

扶 養 手 当 地 域 手 当
時間外勤務
手　　　当

期 末 勤 勉
手　　   当

通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当

31,992

管理職員特
別勤務手当

7,617 56020,605 89,979 22,862 440,916 35,491 12,173

12,810 7,770 560

153 0△ 3,004 △ 12,591 △ 3,410 △ 16,964 △ 3,499 637

国　保 11　

          一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

7,314前　　年　　度

区  　      分 1人当たり給与費

本　　年　　度 7,359

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員（常
　　勤の講師等を除く。）は除く。



千円 千円

1 給与改定の状況

月例給の引上げ　　        平均　2.23％
前年度 　    （令和6年 4月から適用）

期末勤勉手当の引上げ　          0.10月
　    （令和6年12月から適用)

2 平均昇給率　1.4％
　 (昇給期)    (職員数)

1 月 130 人

3 職員数の異動状況

　   (その他)  　 (計)

  本年度 人 0 人 162 人

  前年度 人 0 人 190 人

  増△減 人 0 人 △ 28 人

1

2 そ の 他 の 増 △ 減 分 △ 59,899

162
190△ 28

職 員 手 当 △ 38,678 給与改定に伴う増△減分 21,221

昇 給 に 伴 う 増 △ 減 分 10,787

そ の 他 の 増 △ 減 分 △ 163,804

国　保 12　

      現に在職す
      る職員数

    (2)  給料及び職員手当の増減額の明細

区　  　分 増　△　減　額 増  減  事  由  別  内  訳 備                            　                                    考

給　　　　料 △ 128,066 給与改定に伴う増△減分 24,951

(     )



(3)　給料及び職員手当の状況

  ア　平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

円

円

歳

円

円

歳

  イ　初任給

円

円

国       の       制       度

区              分 行政職（一）

353,462

区              分

平均給料月額

令 和 7 年

1 月 1 日 現 在

48

上 級 22  歳

中 級 18  歳

区              分

令 和 7 年

1 月 1 日 現 在

一般職（高卒）

令 和 6 年

1 月 1 日 現 在
平均給与月額

行　政　職

平均給料月額 351,108

412,839

令 和 7 年

1 月 1 日 現 在

行　政　職

183,800

222,100

188,000

総合職（大卒） 230,000

国　保 13　

平 均 年 齢 47

平 均 年 齢

平均給与月額 414,602



   ウ　級別職員数

級

人 ％

7 級 － －

6 〃 － －

5 〃 14 7.4
4 〃 32 16.8
3 〃 107 56.3
2 〃 21 11.1
1 〃 16 8.4

計 190 100.0

7 級 － －

6 〃 － －

5 〃 14 7.4
4 〃 32 16.8
3 〃 109 57.4
2 〃 20 10.5
1 〃 15 7.9

計 190 100.0

国　保 14　

区　　　分
行　　　政　　　職

職員数 構成比

令 和 6 年

1 月 1 日 現 在

令 和 7 年

1 月 1 日 現 在



   エ　期末勤勉手当

   オ　地域手当

       　支給率　10％

国　保 15　

月分

前 年 度

国 の 制 度

　注　前年度の（　）内は、令和6年度給与改定前の支給率等である。

2.25
(2.25)

2.35
(2.25)

4.60
(4.50) 有（有）

2.30 2.30 4.60 有

本 年 度

月分 月分

2.30 2.30 4.60 有

区  　　分
支給期別支給率 支給率

計
職制上の段階、職務の

備　            　考
6月 12月 級 等 に よ る 加 算 措 置



   カ　その他の手当

区　  　分

　配偶者 3,000円 　配偶者 3,000円
　子 11,500円 　子 11,500円
　その他の扶養親族 6,500円 　その他の扶養親族 6,500円
　　配偶者がない場合の子又はその他扶養親族のうち1人のみ 　※　一部の管理職員に対し支給制限有り。

　　　子　12,300円 　加算措置

　　　その他扶養親族　7,300円 　　京都市と同じ

　※　一部の管理職員に対し支給制限有り。

　加算措置

　　16歳から22歳までの子1人につき 5,000円を加算

　交通機関等利用者 　交通機関等利用者

　　全額支給限度額 55,000円 　　全額支給限度額 150,000円
　注　新幹線等の特別料金は支給対象外   注　新幹線等の特別料金についても、上記支給限度額の範囲内で全額支給

　交通用具使用者 　交通用具使用者

　　片道 5km未満　   　　 2,000円 　　片道 5km未満    　　  2,000円
　　片道 5km以上10km未満  4,200円 　　片道 5km以上10km未満  4,200円
　　片道10km以上15km未満  7,100円(12,100円) 　　片道10km以上15km未満  7,100円
　　片道15km以上20km未満 10,000円(15,000円) 　　片道15km以上20km未満 10,000円
　　片道20km以上25km未満 12,900円(17,900円) 　　片道20km以上25km未満 12,900円
　　片道25km以上30km未満 15,800円(20,800円) 　　片道25km以上30km未満 15,800円
　　片道30km以上35km未満 18,700円(23,700円) 　　片道30km以上35km未満 18,700円
　　片道35km以上40km未満 21,600円(26,600円) 　　片道35km以上40km未満 21,600円
　　片道40km以上45km未満 24,400円(29,400円) 　　片道40km以上45km未満 24,400円
　　片道45km以上50km未満 26,200円(31,200円) 　　片道45km以上50km未満 26,200円
　　片道50km以上55km未満 28,000円(33,000円) 　　片道50km以上55km未満 28,000円
　　片道55km以上60km未満 29,800円(34,800円) 　　片道55km以上60km未満 29,800円
　　片道60km以上         31,600円(36,600円) 　　片道60km以上         31,600円
　※1  （ ）内は、へき遠地勤務職員等に係る金額

　※2 　自転車を使用して通勤する職員にあっては、その使用距離が片道5km未満で

　　　 あれば1,000円を、片道5km以上10km未満であれば500円を加算する。

1 借家・借間居住者で月額12,000円を超える家賃を支払っているもの 1 借家・借間居住者で月額16,000円を超える家賃を支払っているもの

　　 　支給限度額 27,000円（市内居住者にあっては30,000円） 　　 　最高支給限度額 28,000円
2 平成28年4月1日以降に新たに京都市内の住宅を新築又は購入し、その所有名義人 2 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住宅を借り受け、月額

    となったもの 　　 16,000円を超える家賃を支払っているもの

　支給額10,500円（ただし、一の住宅につき60月を限度に支給する。） 　　　 　最高支給限度額 14,000円
3 単身赴任手当受給者で配偶者等の居住する住居に係る費用を負担しているもの

　　　　1又は2の2分の1に相当する額

国　保 16　

本　　　市　　　の　　　制　　　度 国　　　　の　　　　制　　　　度

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当


